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(単位：円)

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　現金預金 △611,877,180

　　　未収金

　　　　土地区画整理事業未収金

　　　　下水道事業未収金 △387,215,661

　　　　都市機能更新事業未収金

　　　　発生土事業未収金

　　　　地域支援事業未収金 △16,498,993

　　　　都市づくり支援事業未収金

　　　受託事業立替金

　　　　土地区画整理事業立替金

　　　事業資産 △75,179,951

　　　　土地資産 △98,259,201

　　　　未成工事支出金

　　　　開発事業資産

　　　材料及び貯蔵品

　　　　貯蔵品

　　　半製品 △539,880

　　　　半製品 △539,880

　　　その他の流動資産 △215,886,024

　　　  前払金 △227,424,348

　　　　前払費用

　　　　前払保険料

　　　　その他の未収金 △3,028,349

　　　　従業員短期貸付金 △478,010

　　　　未収利息

　　　　貸倒引当金 △ 359,322 △ 367,782

　　　　流動資産合計 △442,194,983

　２．固定資産

　　(1) 基本財産

　　　　　投資有価証券

　  　　基本財産合計

　　(2) 特定資産

　　　　　退職給付引当資産

　　　　　開発事業積立資産 △456,875,947

　　　　　修繕積立資産 △55,929,196

　　　　　工事補償積立資産

　　　　　貸付建物減価償却引当資産

        　長期預り金引当資産

        　都市づくり支援基金

        　財政調整積立資産

        　土地区画整理促進資産

  　　　特定資産合計

　　(3) その他固定資産

　　　　　建物 △29,079,061

　　　　　構築物 △2,604,373

　　　　　工具器具備品 △3,356,443

　　　　　土地

　　　　　建設仮勘定

　　　　　リース資産 △65,619,210

　　　　　電話加入権

　　　　　電気通信施設利用権 △10,506

　　　　　ソフトウェア △16,663,083

　　　　　商標権 △182,756

　　　　　長期性預金 △100,000,000

　　　　　従業員長期貸付金 △7,843,057

　　　　　敷金及び保証金

　　　　　貸付建物 △741,225,920

　　　　　貸付土地

　　　　　差入有価証券

　　　　　積立保険料

　　　　　長期前払費用 △4,990,696

　　　　　長期前払保険料

　　　　　長期未収金 △110,032,000

　　　　　貸倒引当金 △32,000

　　  　その他固定資産合計 △962,590,484

　    　固定資産合計

　　　　資産合計 △413,298,646

貸　　借　　対　　照　　表
平成28年３月31日現在
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(単位：円)

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

貸　　借　　対　　照　　表
平成28年３月31日現在

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　未払金

　　　　土地区画整理事業未払金

　　　　下水道事業未払金 △700,144,915

　　　　都市機能更新事業未払金

　　　　発生土事業未払金 △164,166,846

　　　　都返還未払金

　　　　地域支援事業未払金 △23,613,957

　　　　その他の未払金

　　　　多摩発生土再利用事業未払金

　　　　都市づくり支援事業未払金 △20,424,429

　　　前受金 △272,647,311

　　　　前受金 △272,647,311

　　　預り金

　　　　租税公課預り金

　　　　その他の預り金

　　　引当金

　　　　賞与引当金

　　　リース債務 △2,414,244

　　　　リース債務 △2,414,244

　　　　流動負債合計 △77,489,104

　２．固定負債

　　　長期預り金

　　　　長期預り金

　　　引当金

　　　　退職給付引当金

　　　長期リース債務 △63,204,966

　　　　長期リース債務 △63,204,966

　　　　固定負債合計

　　　　負債合計 △62,068,798

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　　　基本財産

　　　指定正味財産合計

　　　　（うち基本財産への充当額）

　　　　（うち特定資産への充当額）

　２．一般正味財産 △351,229,848

　　　　（うち基本財産への充当額）

　　　　（うち特定資産への充当額）

　　　正味財産合計 △351,229,848

　　　負債及び正味財産合計 △413,298,646
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1) 経常収益

　　　　　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息

　　　　　特定資産運用益

　　　　　　特定資産受取利息

　　　　　事業収益 △ 427,983,819

　　　　　　受託金収益 △ 963,778,959

　　　　　　交付金収益

　　　　　　利用料金収益

　　　　　　分譲収益 △ 217,756,880

　　　　　　賃貸収益

　　　　　　都市づくり支援事業収益

　　　　　雑収益 △ 22,298,342

　　　　　　受取利息

　　　　　　有価証券運用収益 △ 389,593

　　　　　　貸倒引当金戻入額 △ 917,603

　　　　　　雑収益 △ 21,134,688

　　　　経常収益計 △ 443,818,077

　　(2) 経常費用

　　　　　事業費 △ 173,313,838

　　　　　　役員報酬

　　　　　　給料手当

　　　　　　報酬

　　　　　　退職給付費用 △ 11,729,528

　　　　　　法定福利費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費 △ 255,732

　　　　　　通信運搬費 △ 677,144

　　　　　　減価償却費 △ 12,823,838

　　　　　　消耗什器備品費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　修繕費

　　　　　　印刷製本費 △ 3,640,411

　　　　　　車両費 △ 1,150,476

　　　　　　光熱水料費 △ 413,965

　　　　　　賃借料

　　　　　　保険料 △ 2,398,775

　　　　　　諸謝金

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　支払助成金

　　　　　　管理委託費

　　　　　　広告料

　　　　　　事務所維持費 △ 2,873,032

　　　　　　交通費 △ 248,867

　　　　　　会議費 △ 15,474

　　　　　　電算費

　　　　　　研修費 △ 488,529

　　　　　　整備委託費 △ 592,036,907

　　　　　　都納付金

　　　　　　賃貸建物管理費 △ 10,882,797

　　　　　　分譲原価 △ 165,187,982

　　　　　　災害復興支援派遣事業費

　　　　　　貸倒引当金繰入額

　　　　　　雑費

正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

－ 3 －
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

　　　　　管理費

　　　　　　役員報酬 △ 175,600

　　　　　　給料手当 △ 14,336,134

　          報酬

　　　　　　退職給付費用 △ 685,927

　　　　　　法定福利費 △ 6,650,821

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費

　　　　　　通信運搬費 △ 77,790

　　　　　　減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費 △ 4,869

　　　　　　消耗品費 △ 217,403

　　　　　　修繕費

　　　　　　印刷製本費 △ 199,159

　　　　　　車両費 △ 104,797

　　　　　　光熱水料費 △ 253,391

　　　　　　賃借料

　　　　　　保険料 △ 107,062

　　　　　　諸謝金

　　　　　　租税公課 △ 84,958

　　　　　　支払負担金 △ 16,925

　　　　　　管理委託費 △ 74,921

　　　　　　広告料

　　　　　　事務所維持費

　　　　　　交通費 △ 16,121

　　　　　　会議費

　　　　　　訟務費 △ 4,499,766

　　　　　　電算費

　　　　　　研修費 △ 49,987

　　　　　　雑費

　　　　経常費用計 △ 163,799,816

　　　　　当期経常増減額 △ 346,322,437 △ 66,304,176 △ 280,018,261

　２．経常外増減の部

　　(1) 経常外収益

　　　　　その他経常外収益 △ 130,000,000

　　　　経常外収益計 △ 130,000,000

　　(2) 経常外費用

　　　　　固定資産除却損 △ 22,966,543

　　　　　　構築物除却損 △ 43,878

　　　　　　工具器具備品除却損 △ 2,880,905

          　貸付建物除却損 △ 20,041,760

　　　　　その他の損失 △ 16,800,000

　　　　経常外費用計 △ 39,766,543

　　　　　当期経常外増減額 △ 4,437,411 △ 90,233,457

　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 350,759,848 △ 370,251,718

　　　　　　法人税、住民税及び事業税

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 351,229,848 △ 370,251,718

　　　　　一般正味財産期首残高

　　　　　一般正味財産期末残高 △ 351,229,848

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期指定正味財産増減額

　　　　　指定正味財産期首残高

　　　　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 351,229,848

－ 4 －
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

公１ 都市づくり事業 収１ 地域支援事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1) 経常収益

　　　　　基本財産運用益

　　　　　　基本財産受取利息

　　　　　特定資産運用益

　　　　　　特定資産受取利息

　　　　　事業収益

　　　　　　受託金収益

　　　　　　交付金収益

　　　　　　利用料金収益

　　　　　　分譲収益

　　　　　　賃貸収益

　　　　　　都市づくり支援事業収益

　　　　　雑収益

　　　　　　受取利息

　　　　　　有価証券運用収益

　　　　　　貸倒引当金戻入額

　　　　　　雑収益

　　　　経常収益計

　　(2) 経常費用

　　　　　事業費

　　　　　　役員報酬

　　　　　　給料手当

　　　　　　報酬

　　　　　　退職給付費用

　　　　　　法定福利費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　修繕費

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　車両費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　賃借料

　　　　　　保険料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　支払助成金

　　　　　　管理委託費

　　　　　　広告料

　　　　　　事務所維持費

　　　　　　交通費

　　　　　　会議費

　　　　　　電算費

　　　　　　研修費

　　　　　　整備委託費

　　　　　　都納付金

　　　　　　賃貸建物管理費

　　　　　　分譲原価

　　　　　　災害復興支援派遣事業費

　　　　　　貸倒引当金繰入額

　　　　　　雑費

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

科　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計

－ 5 －
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

公１ 都市づくり事業 収１ 地域支援事業

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

科　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計

　　　　　管理費

　　　　　　役員報酬

　　　　　　給料手当

　          報酬

　　　　　　退職給付費用

　　　　　　法定福利費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　減価償却費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　修繕費

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　車両費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　賃借料

　　　　　　保険料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　管理委託費

　　　　　　広告料

　　　　　　事務所維持費

　　　　　　交通費

　　　　　　会議費

　　　　　　訟務費

　　　　　　電算費

　　　　　　研修費

　　　　　　雑費

　　　　経常費用計

　　　　　当期経常増減額 △ 915,352,870 △ 190,907,137 △ 346,322,437

　２．経常外増減の部

　　(1) 経常外収益

　　　　経常外収益計

　　(2) 経常外費用

　　　　　固定資産除却損

　　　　　　貸付建物除却損

　　　　経常外費用計

　　　　　当期経常外増減額 △ 4,437,411 △ 4,437,411

　　　　　他会計振替額 △ 369,308,877

　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 546,043,993 △ 190,907,137 △ 350,759,848

　　　　　　法人税、住民税及び事業税

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 546,043,993 △ 191,377,137 △ 351,229,848

　　　　　一般正味財産期首残高

　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期指定正味財産増減額

　　　　　指定正味財産期首残高

　　　　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

－ 6 －
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

　  １．税引前当期一般正味財産増減額 △ 350,759,848 △ 370,251,718

  　２. キャッシュ・フローへの調整額

　　　　減価償却費 △ 12,724,425

　　　　固定資産除却損 △ 22,966,543

　　　　その他の損失 △ 16,800,000

　　　　特定資産の増減額 △ 4,429,101

　　　　貸倒引当金の増減額 △ 40,460 △ 3,943,075

　　　　賞与引当金の増減額 △ 8,247,294

　　　　退職給付引当金の増減額

　　　　受取利息 △ 14,956 △ 16,668

　　　　未収金の増減額　 △ 261,848,619 △ 3,014,262,679

　　　　受託事業立替金の増減額 △ 94,543,051 △ 290,766,771

　　　　事業資産の増減額 △ 187,844,029

　　　　材料及び貯蔵品の増減額 △ 995,697 △ 2,735,320

　　　　半製品の増減額

　　　　前払金の増減額 △ 374,704,430

　　　　前払費用の増減額 △ 36,503,929 △ 49,604,699

　　　　前払保険料の増減額 △ 3,768,489 △ 8,740,104

　　　　従業員貸付金の増減額

　　　　未払金の増減額 △ 3,279,080,989

　　　　前受金の増減額 △ 272,647,311 △ 736,982,334

　　　　預り金の増減額 △ 85,050,479

　　　　法人税等による支出 △ 470,000 △ 470,000

　　　　　小　計

　　　　　  事業活動によるキャッシュ・フロー △ 163,319,266

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　  １．投資活動収入

　　  　定期預金払戻収入

　　  　開発事業積立資産取崩収入

　　  　貸付建物減価償却引当資産取崩収入

　　  　修繕積立資産取崩収入 △ 5,000,000

　　　  財政調整積立資産取崩収入

　　　  差入有価証券償還収入

　　　  敷金保証金戻入収入 △ 2,028,000

　　　　  投資活動収入計

　  ２．投資活動支出

　　　  定期預金預入支出 △ 400,000,000 △ 371,724,128 △ 28,275,872

　　　  退職給付引当資産への支出 △ 50,000,000 △ 50,000,000

　　    貸付建物減価償却引当資産への支出 △ 499,183,522 △ 499,183,522

　　　  財政調整積立資産への支出 △ 2,900,000,000 △ 1,900,000,000 △ 1,000,000,000

　　　  有形固定資産取得支出 △ 26,619,627 △ 10,996,765 △ 15,622,862

　　　  無形固定資産取得支出 △ 20,784,600 △ 33,197,040

　　  　貸付建物取得支出 △ 5,964,492 △ 23,391,534

　　　  差入有価証券取得支出 △ 5,016,750 △ 5,016,750

　　　  敷金保証金繰入支出 △ 2,277,000 △ 2,146,000 △ 131,000

　　　　  投資活動支出計 △ 3,909,845,991 △ 2,391,455,467 △ 1,518,390,524

　　　　　  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,128,938,341 △ 609,427,467 △ 519,510,874

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　  １．財務活動収入

　　　　  財務活動収入計

　  ２．財務活動支出

　　    リース債務返済支出 △ 65,619,210 △ 66,449,952

　　　　  財務活動支出計 △ 65,619,210 △ 66,449,952

　　　　　  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 65,619,210 △ 66,449,952

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 △ 790,153,052 △ 108,153,654 △ 681,999,398

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 △ 108,153,654

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 △ 790,153,052

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

平成27年４月１日から平成28年３月31日まで
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１．継続事業の前提に関する注記

該当事項はない。

２．重要な会計方針

「公益法人会計基準」（平成20年４月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定等委員会）を採用している。

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債券の評価は、償却原価法（定額法）によっている。

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　①事業資産の評価は、個別法に基づく低価法によっている。

　②貯蔵品の評価は、個別法に基づく低価法によっている。

　③半製品の評価は、総平均法に基づく低価法によっている。

(3)　固定資産の減価償却方法

　①リース資産以外の有形固定資産の減価償却は、定額法によっている。

　②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。なお、算定方法は利子込法による。

(4)　引当金の計上基準

　 　①貸倒引当金･･･債権ごとの回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上する。

　②賞与引当金･･･支給見込額のうち当期に帰属する額を計上する。

　③退職給付引当金･･･将来の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額を計上する。

(5)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(6)　消費税等の会計処理

　税込方式を採用している。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

開発事業積立資産

修繕積立資産

工事補償積立資産

貸付建物減価償却引当資産

長期預り金引当資産

都市づくり支援基金

財政調整積立資産

土地区画整理促進資産

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

開発事業積立資産

修繕積立資産

工事補償積立資産

貸付建物減価償却引当資産

長期預り金引当資産

都市づくり支援基金

財政調整積立資産

土地区画整理促進資産
小　　　計

合　　　計

小　　　計

小　　　計

合　　　計

科　　　目

小　　　計

（うち指定正味財産
からの充当額）

当期末残高

財務諸表に対する注記

当期末残高

（単位：円）

科　　　目 当期減少額前期末残高 当期増加額

（うち一般正味財産
からの充当額）

（単位：円）
（うち負債に

 　　対応する額）
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５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建物

構築物

工具器具備品

リース資産

ソフトウェア

商標権

貸付建物

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

基本財産

利付国債（10年）第305回

特定資産

第34回㈱三菱東京ＵＦＪ銀行期限前償還条項
付社債（劣後債特約）

第36回㈱三菱東京ＵＦＪ銀行期限前償還条件
付無担保社債（劣後特約付）

野村HD第49回無担保社債

クレディ・スイスAG

第38回㈱三菱東京ＵＦＪ銀行期限前償還条件
付無担保社債（劣後特約付）

第２回あいおいニッセイ同和損保期限前償還条項付社債(劣後)

△ 4,080,000

時価

三菱重工業株式会社第27回無担保社債

科　　　目

△ 1,676,654

△ 77,466

第104回丸紅社債

第164回利付商工中金債

大和証券第21回無担保社債

ラボバンク・ネダーランド第27回円貨社債

あおぞら銀行社債

（単位：円）

減価償却累計額取得価額 当期末残高

評価損益

小　　　計

東京都公募公債（10年）第656回

ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲHD第８回無担保社債

新関西国際空港㈱第８回社債

NTTファイナンス㈱第42回無担保社債

第16回国際協力機構債

㈱セブン銀行第９回無担保社債

京王電鉄㈱第32回無担保社債

中日本高速道路㈱第31回社債

日本政策投資銀行無担保社債第13回

第44回鉄道建設・運輸施設整備支援機構債

都市再生債券第40回

トヨタ自動車㈱第12回

トヨタファイナンス㈱第54回無担保社債

トヨタファイナンス㈱第60回無担保社債

都市再生債券第87回

種類及び銘柄 帳簿価額

合　　　計

（単位：円）

首都高速道路㈱第12回社債

武田薬品工業㈱第12回無担保社債

日本政策投資銀行無担保社債第25回

中日本高速道路㈱第57回社債

日本政策投資銀行無担保社債第41回

東日本高速道路㈱第26回社債

東日本高速道路㈱第27回社債

首都高速道路㈱第10回社債

第28回みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行債

㈱三井住友銀行第30回期限前償還条項付無
担保社債（劣後特約付）

△ 3,969,021

△ 1,944,736

△ 410,220

第７回みずほフィナンシャルグループ期限前
償還条項付無担保社債(劣後特約付)

第６回三菱東京UFJフィナンシャルグループ
期限前償還条項付無担保社債(劣後特約付)

スタンダード・チャータード円貨社債第２回

第178回オリックス社債

第165回利付商工中金債
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差入有価証券

利付国債（５年）第115回

利付国債（10年）第310回

利付国債（５年）第125回

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付金

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1)　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

（単位：円）

(2)　重要な非資金取引は、以下のとおりである。

９．リース取引関係

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　リース資産の内容

　　　その他固定資産

　　　　本社、事務所におけるコンピュータ、サーバ等である。

１０．退職給付関係

(1)　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を

計算している。

(2)　退職給付制度

簡便法を適用した制度の退職給付引当金の当期首残高と当期末残高の調整表

（単位：円）

(3)　退職給付費用に関する損益

（単位：円）
簡便法で計算した退職給付費用

当期首における退職給付引当金

第１回三井住友FG劣後債

イオンフィナンシャルサービス(劣後債)

退職給付の支払額

当期末における退職給付引当金

現金及び現金同等物の期末残高

退職給付費用

現金及び現金同等物の期末残高

重要な非資金取引はない。

現金預金

預入期間が３ケ月を超える定期預金

当期末前期末

現金預金

預入期間が３ケ月を超える定期預金

（単位：円）

時価 評価損益

△ 321,724,128

前期末

△ 500,000,000

当期末

重要な非資金取引はない。

第５回三菱東京UFJフィナンシャルグループ(劣後特約付)

第６回みずほフィナンシャルグループ(劣後特約付)

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額

ゴールドマンサックスグループインク(円建劣後債) △ 800,000

小　　　計

合　　　計

小　　　計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の
記載区分

　土地区画整理事業
　に係る交付金

東京都

合　　計
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１.　基本財産及び特定資産の明細

２.　引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

 貸倒引当金（流動資産）　（注1）

 貸倒引当金（固定資産）　（注2）

 賞与引当金

 退職給付引当金

（注1）当期減少額(その他)の36,000円は債権回収による戻入額である。

（注2）当期減少額(その他)の32,000円は債権回収による戻入額である。

附 属 明 細 書

　いるため省略する。

当期減少額
期末残高当期増加額期首残高科　目

基本財産及び特定資産について、財務諸表に対する注記３． 「基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」 に記載して

－ 11 －
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(単位：円)

金額

現金預金

未収金

受託事業立替金

事業資産

東池袋地区建物原価

材料及び貯蔵品

半製品

その他の流動資産

△ 359,322

投資有価証券

退職給付引当資産

開発事業積立資産

修繕積立資産

工事補償積立資産

貸付建物減価償却
引当資産

長期預り金引当資産

都市づくり支援基金

財政調整積立資産

土地区画整理促進資産

建物

構築物

工具器具備品

土地

建設仮勘定

リース資産

電話加入権

ソフトウェア

商標権

長期性預金

従業員長期貸付金

敷金及び保証金

貸付建物

貸付土地

差入有価証券

積立保険料

長期前払費用

長期前払保険料

　　　　資産合計

　固定資産合計

河辺タウンビル火災保険料等

積立傷害保険資産 管理運営の用に供している

河辺タウンビルに接続する、河辺駅歩行者専用デッキ建設協力金

河辺タウンビル敷地等 収益事業の用に供している

利付国債(10年)　第310回等 宅地建物取引業営業保証金等

サザンスカイタワー八王子敷金等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

旧本社等 収益事業の用に供している

定期預金　三井住友銀行八王子支店等 サザンスカイタワー八王子共有者協議会定期預金

従業員に対する住宅貸付及び一般貸付

区画整理業務系システム等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

河辺温泉　梅の湯等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

本社等で使用する電話回線の契約・架設に
係る権利

公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

日野区画整理事務所改修工事設計業務委託
等

公益目的事業の用に供している他、収益事業の用に供している

新本社情報基盤システム更新に伴う機器等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

戸棚立掛具類等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

多摩東部区画整理事務所敷地等 公益目的事業の用に供している他、管理運営の用に供している

その他固定資産 日野職員住宅等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

日野職員住宅外構植栽等 公益目的事業の用に供している他、管理運営及び収益事業の用に供している

普通預金　みずほ銀行八王子支店 財政上における不測の事態への備え及び健全な財政運営に資するための資産

公社保有土地 土地区画整理事業を促進するための自社用地

普通預金　みずほ銀行八王子支店 長期預り金の返還原資

㈱三井住友銀行第30回期限前償還条項付無
担保社債（劣後特約付）等

公益目的保有財産であり、運用益を全て公益目的事業の財源として使用している

普通預金　みずほ銀行八王子支店 受託事業の発注工事で瑕疵責任が発生したときに対応する支出財源

第22回野村ＨＤ㈱無担保社債等 貸付建物の減価償却に伴う資産取得資金

トヨタファイナンス㈱（第45回）無担保社
債等

貸付建物建設及び新規拠点開発ほか、開発事業に係る資産取得資金

第165回利付商工中金債等 建物の補修のための特定費用準備資金

基本財産 利付国債(10年)　第305回 管理運営の用に供しており、運用益を管理費の財源として使用している

特定資産
トヨタファイナンス㈱（第60回）無担保社
債等

職員に対する退職金の支払いに備えた積立資産

未収利息 期日未到来の受取利息

　流動資産合計

（固定資産）

貸倒引当金 回収不能見込額に対する引当金

従業員短期貸付金 従業員に対する住宅貸付及び一般貸付

前払保険料 火災保険料等

その他の未収金 仮住居にかかる未収納額等

前払金 既済部分にかかる下水道事業前払金等

前払費用 建物賃借料等

開発事業資産

貯蔵品 収入印紙等

半製品 緑化事業に伴う苗木

土地資産 事業用土地 元八王子地区等

未成工事支出金 事業用未成工事支出金 元八王子地区等

都市づくり支援事業未収金 復興支援事務費収益等の未収納額

土地区画整理事業立替金 土地区画整理事業のため支出した事業費の立替金

発生土事業未収金 発生土再利用センター利用料金等の未収納額

地域支援事業未収金 テナント賃料等の未収納額

普通預金　みずほ銀行八王子支店等 運転資金等

土地区画整理事業未収金 土地区画整理事業受託金等の未収納額

下水道事業未収金 下水道事業受託金等の未収納額

財　　　　産　　　　目　　　　録

平成28年３月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

（流動資産）

都市機能更新事業未収金 都市機能更新事業受託金等の未収納額
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(単位：円)

金額

財　　　　産　　　　目　　　　録

平成28年３月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

未払金

前受金

預り金

引当金

リース債務

長期預り金

引当金

長期リース債務

　公益目的保有財産の明細
（単位：円）

公益認定後取得
不可欠特定財産

自主的公益事業財源積立資産
三井住友銀行社債等５件

稲城市大丸字26号3114-３等
面積 8,140.06㎡

町田市根岸町1008-３外等
下水道事務所南多摩支所等36棟

瑞穂町箱根ケ崎西松原41-７外等
多摩西部区画整理事務所外構等

本社区画整理部等にて使用
測量器具等

日野市万願寺６-42-２
日野区画整理事務所改修工事

本社下水道部等にて使用
システムサーバ等

日野区画整理事務所等にて使用
電話回線の契約・架設に係る権利

本社下水道部等にて使用
下水道積算システム等

補助第86号線相談窓口等
事務所賃貸時敷金等

八王子市子安町４-７-１
下水道情報ライブラリー商標権

商標権 公１　都市づくり事業

合計

ソフトウェア 公１　都市づくり事業

敷金及び
保証金

公１　都市づくり事業

電話加入権 公１　都市づくり事業

工具器具備品 公１　都市づくり事業

リース資産 公１　都市づくり事業

建設仮勘定 公１　都市づくり事業

建物 公１　都市づくり事業

構築物 公１　都市づくり事業

使用事業

都市づくり
支援基金

公１　都市づくり事業

土地 公１　都市づくり事業

　固定負債合計

　　　　　 負債合計

　　　　　 正味財産

財産種別
公益認定前取得
不可欠特定財産

その他の
公益目的保有財産

退職給付引当金 職員に対する退職金の支払いに備えたもの

情報基盤システム更新に伴う機器調達費用等 ファイナンス・リース取引に係る債務で返済期限が１年を超えるもの

　流動負債合計

（固定負債）

河辺タウンビル建物賃貸借に基づく保証金
等

建物等を賃貸する場合に受け取った敷金、保証金等

賞与引当金 職員に対する賞与の支給に備えたもの

情報基盤システム更新に伴う機器調達費用等 ファイナンス・リース取引に係る債務で返済期限が１年以内のもの

公租公課預り金 源泉所得税、住民税、社会保険料

その他の預り金 サザンスカイタワー八王子共有者協議会預り金

都市づくり支援事業未払金 都市づくり支援事業の実施に係る未払金

翌年度事業収益等 発生土利用料金収入等

その他の未払金 管理費等の未払金

多摩発生土再利用事業未払金 多摩地区建設発生土再利用事業の実施に係る未払金

発生土事業未払金 発生土再利用センター管理委託費等の未払金

都返還未払金 発生土事業都返還金に係る未払金

地域支援事業未払金 地域支援事業の実施に係る未払金

土地区画整理事業未払金 受託工事費、調査設計費等の未払金

下水道事業未払金 受託工事費、維持管理費等の未払金

都市機能更新事業未払金 用地買収費、調査費等の未払金

（流動負債）
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独立監査人の監査報告書

平成２８年６月１日

公益財団法人 東京都都市づくり公社

理 事 長 中 村 正 彦 殿

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

公認会計士 児 玉 卓 也 ○印

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

公認会計士 伊 藤 陽 子 ○印

＜財務諸表監査＞
当監査法人は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２３条の規定に

基づき、公益財団法人東京都都市づくり公社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日
までの平成２７年度の貸借対照表及び損益計算書（公益認定等ガイドラインⅠ－５ の定めに
よる「正味財産増減計算書」をいう。）並びにその附属明細書並びにキャッシュ・フロー計算書
並びに財務諸表に対する注記について監査し、併せて、正味財産増減計算書内訳表（以下、
これらの監査の対象書類を「財務諸表等」という。）について監査を行った。

財務諸表等に対する理事者の責任
理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準拠して

財務諸表等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表等に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表等に重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表等の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表等の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性
について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表等の作成と適正な表示に関連する
内部統制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
理事者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表等の表示を検討することが
含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人

会計の基準に準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産、損益（正味財産増減）及びキャッシュ・
フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

○写
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＜財産目録に対する意見＞
当監査法人は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２３条の規定に
基づき、公益財団法人東京都都市づくり公社の平成２８年３月３１日現在の平成２７年度の
財産目録（「貸借対照表科目」、「金額」及び「使用目的等」の欄に限る。以下同じ。）に
ついて監査を行った。

財産目録に対する理事者の責任
理事者の責任は、財産目録を、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の

基準に準拠するとともに、公益認定関係書類と整合して作成することにある。

監査人の責任
当監査法人の責任は、財産目録が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計

の基準に準拠しており、公益認定関係書類と整合して作成されているかについて意見を表明する
ことにある。

財産目録に対する監査意見
当監査法人は、上記の財産目録が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計

の基準に準拠しており、公益認定関係書類と整合して作成されているものと認める。

利害関係
公益財団法人東京都都市づくり公社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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監 査 報 告 書

平成 年６月１日

公益財団法人東京都都市づくり公社

理事長 中 村 正 彦 殿

公益財団法人東京都都市づくり公社

監事 大 矢 恵 一 ○印

監事 田 村 恒 夫 ○印

私たち監事は、平成 年４月１日から平成 年３月 日までの平成 年度の会計及び

業務の監査を行いました。その結果を次のとおり報告します。

 監査の方法及びその内容
業務監査は、理事会及びその他の会議に出席し、理事の業務報告を聴取するほか、関

係書類の閲覧、現地調査などにより、業務執行の妥当性を検討しました。

会計監査は、会計帳簿及び関係書類の閲覧等により、財務諸表等（貸借対照表、正味

財産増減計算書、それらの附属明細書、キャッシュ・フロー計算書）及び財産目録の

正確性を検討しました。

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則第 条が準用する同規則第 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成 年 月 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

 監査意見
○事業報告等の監査結果

事業報告及びその附属明細書が法令及び定款に従い、当該公益財団法人の状況を正し

く示していると認めます。

理事の職務執行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実はな

いと認めます。

○財務諸表等及び財産目録の監査結果

会計監査人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以上 

○写  
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